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東京都市計画防災街区整備地区計画の変更（葛飾区決定） 

都市計画堀切二丁目周辺及び四丁目地区防災街区整備地区計画を次のように変更する。 

名 称 堀切二丁目周辺及び四丁目地区防災街区整備地区計画 

位 置※ 葛飾区堀切一丁目、堀切二丁目、堀切三丁目及び堀切四丁目各地内 

面 積※ 約６８．５ｈａ 

防災街区整備地区計

画の目標 

本地区は、基盤整備が充分でないまま形成された住商工が混在する市街地であり、「東京都防災都市づくり推進計画」では整備

地域に指定されている。また、「葛飾区都市計画マスタープラン」では、地区中心部にあたる堀切菖蒲園駅周辺は「地元商店街の活

性化をはじめとする商業・サービス機能の強化、堀切菖蒲園と連携した観光機能の強化を進める地域拠点型商業・業務地域」、地区

南西部は「道路等の基盤整備、建物の不燃化等による防災性の向上と住環境の改善を図る複合型住宅地域」、地区北部及び南東部

は「地区計画等の活用、共同化・協調建て替えの誘導等による老朽建物の建て替え促進や細街路の拡幅整備、有効なオープンスペ

ースや広場の確保に努め、住工調和のコミュニティに配慮した市街地環境の改善と防災性の向上を図る住工調和型地域」、堀切菖

蒲園駅から堀切菖蒲園にかけての地区南部が「景観に配慮したまちづくりを推進する地区」として位置付けられている。さらに、

地区全体が震災復興まちづくり方針における「基盤整備型復興地区」として位置付けられており、震災に備えたまちづくりに事前

から取り組むことで、『下町特有の風情の継承と防災性の向上の両立に留意しながら、住まいの更新を進め、堀切に住みたい人が

住み続けられるエリア』の実現を目指す。 

本地区においては、防災面での問題、駅前としての地域の顔づくりの問題、住民の高齢化の問題などを抱えており、今後、京成

本線荒川橋梁架替事業による地区環境の変化や現在の良好な住環境や下町風情を感じる街並みの変化も予想される。そこで、本地

区の水路跡や路地等で構成される既存の骨格が形成する街路空間や街並みの魅力を活かしながら、京成本線荒川橋梁架替事業と連

携した主要な生活道路の整備、避難ルートの確保、建物不燃化の促進などを進める。 

区
域
の
整
備
に
関
す
る
方
針 

土地利用に関す

る基本方針 

 

本地区を次の５つに区分し、その特性にあった計画的な誘導を図る。 

１ 住工調和地区 

住工が混在する地域として、建物の建替え促進、コミュニティに配慮した道路等の基盤整備、防災広場の確保などにより、

市街地環境の改善、防災性の向上を図りながら、工場の操業環境と周辺の住環境の調和を誘導する。 

特に地区Ｂは大規模な工場の操業環境と周辺の低層住宅地の調和した市街地を形成するとともに、地区Ｃは都市計画道路と

して、周辺の住環境に調和した中高層の市街地を誘導する。 

２ 複合住環境地区 

住商工が混在する地域として、共同化、協調建替えの誘導等による老朽建物の建替え促進、細街路の拡幅整備、身近な緑・

オープンスペースの創出に努めながら、堀切菖蒲園周辺の景観に配慮した住・商・工の調和した住環境の形成を誘導する。 
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 ３ 近隣商店街地区 

商店街としての街並みと買い物空間の形成を目指し、住宅と店舗の共存したにぎわいのある市街地を形成する。 

４ 幹線道路沿道地区 

延焼遮断機能を有し､かつ住宅と商業・業務機能が調和した中高層の複合市街地の形成を図る。 

５ 駅前商店街地区 

堀切菖蒲園駅前の顔となり、堀切菖蒲園へのメインルートとなる活気とにぎわいを創出する商業地を形成する。 

地区施設及び地

区防災施設の整

備方針 

地区内の防災性の向上および地区内交通の円滑な処理、歩行者の交通安全性の確保を図るため、次のような防災施設（道路）の

改善・整備を図る。 

１ 既存道路のうち、地区の「最低限の安全性を確保」するため、災害時に延焼抑制や避難路確保について有効な幅員６ｍ以上

（やむを得ない場合は、幅員４ｍ以上）に拡幅すべき道路を「地区防災施設」として位置付け、沿道建物と一体的に整備を

図り、防災機能の強化を図る。  

２ 地区施設及び地区防災施設については、地域コミュニティの活性化に活用する。 

３ 住民の憩いの場であり、災害発生時の防災活動の拠点に資する公園等は、地区施設に位置付け防災機能を維持する。 

４ 施設整備にあたっては、バリアフリーを基調として、誰もが安全で快適に過ごせる空間づくりに努めるものとする。 

建築物等の整備

に関する方針 

災害に強い市街地形成と良好な街並み形成とを図るため、地区の特性に応じた建築物等の整備の方針を次のように定める。  

１ 地区の防災性の向上のため、準防火地域に「建築物の構造に関する防火上必要な制限」を定める。 

２ 住宅と工場等が共存・調和する良好な住宅市街地及び商業環境を保全するため、「建築物等の用途の制限」を定める。  

３ 地区防災施設沿道を対象に、建築物の更新を通して防災性の向上を図るため、「壁面の位置の制限」を定める。 

４ 地区防災施設沿道を対象に、災害時の円滑な避難行動及び消防活動を図るため、「壁面後退区域における工作物の設置の 

制限」を定める。 

５ 土地の細分化を防止し、良好な市街地環境の維持・形成を図るため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定める。 

６ 良好な街並み景観の形成を図るため、「建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限」を定める。  

７ 防災性の向上と良好な街並み景観の形成を図るため、「垣又は柵の構造の制限」を定める。 

その他当該地区

の整備に関する

方針 

緑豊かで潤いのある居住環境を形成するため、地区内では積極的に緑化を推進する。  
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地
区
防
災
施
設
の
区
域 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道 路 地区防災道路１号 ６．０ｍ 約２５９ｍ 約１，５５４㎡ 拡幅 

地区防災道路２号 ６．３ｍ 約１７４ｍ 約１，０９６㎡ 既設 

地区防災道路３号 ６．０～６．３ｍ 約３５３ｍ 約２，１１２㎡ 一部拡幅 

地区防災道路４号※ ７．２～１０．３ｍ 約３４１ｍ 約３，２５５㎡ 既設 

地区防災道路５号※ ７．８～８．１ｍ 約３０５ｍ 
約２，７１０

㎡                   

既設 

地区防災道路６号※ ７．３～９．１ｍ 約４６７ｍ 約４，９４９㎡ 既設 

地区防災道路７号 ６．０～６．３ｍ 約９２８ｍ 約６，０５８㎡ 一部拡幅 

計 面積 約２．１ｈａ 

防
災
街
区
整
備
地
区
整
備
計
画 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種 類 
名 称 

幅 員 

（全幅員） 
延 長 備 考 

道 路 
区画道路１号 

２．６～３．５ｍ 

（５．２～７．０ｍ） 
約４７０ｍ 既設 

区画道路２号※ ９．０～９．１ｍ 約４３４ｍ 既設 

区画道路３－１号 ５．５ｍ 約７９ｍ 既設 

区画道路３－２号 ５．２～６．４ｍ 約２８０ｍ 既設 

区画道路３－３号※ ７．６～８．０ｍ 約１６１ｍ 既設 

種 類 名 称 面 積 備 考 

公 園 堀切二丁目公園 約１，０２８㎡ 既設 

小谷野しょうぶ児童遊園 約７４７㎡ 既設 
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区

分 

名 称 住工調和 

地区Ａ 

住工調和 

地区Ｂ 

住工調和 

地区Ｃ 

複合住環境 

地区 

近隣商店街 

地区 

幹線道路 

沿道地区 

駅前商店街 

地区 

面 積 約４１．７ 

ｈａ 

約２．１ 

ｈａ 

約３．２ 

ｈａ 

約１２．７ 

ｈａ 

約４．５ 

ｈａ 

約１．４ 

ｈａ 

約２．９ 

ｈａ 

建築物の構造に関す

る防火上必要な制限 

準防火地域内の建築物は、延べ面積が５００㎡を超える建築物は建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号）第５３条第３項第１号イに規定する耐火建築物等とし、その

他の建築物は耐火建築物等又は建築基準法第５３条第３項第１号ロに規定する準耐

火建築物等としなければならない。 

なお、建築物が準防火地域と防火地域にわたる場合において、その建築物が防火地

域外において防火壁で区画されている場合においては、その防火壁外の部分について

は、この項の規定を適用する。 

ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、この限りでない。 

１ 延べ面積が５０㎡以内の平家建ての附属建築物で、外壁及び軒裏が防火構造の

もの 

２ 卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれ

が少ない用途に供する建築物で、主要構造物が不燃材料で造られたものその他

これに類する構造のもの 

３ 高さ２ｍ以下の門又は塀 

４ 高さ２ｍを超える門又は塀で、不燃材料で造られ、又は覆われたもの 

５ 本地区計画の決定の際（平成２８年３月１５日）、建築基準法第３条第２項の

規定により現に存する又は現に建築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物 

６ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）に基づく登録有形文化財 

７ 景観に資するもの又は土地利用上やむを得ないと区長が認めたもの 

― 

建築物等の用途の制

限※ 

以下に掲げる建築物は建築してはならない。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項各号又は第９項に規

定する営業の用途に供する建築物  

建築物の敷地面積の

最低限度 

建築物の敷地面積の最低限度を６６㎡とする。  

ただし、区長が良好な居住環境を害するおそれがないと認める土地については、この限りでない。  
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壁面の位置の制限 地区防災施設の道路に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図３に示す壁面の位置の制限を越えて建

築してはならない。 

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

壁面の位置の制限が定められた範囲内の土地の区域には、門、塀、垣又は柵、広告物その他これらに類する工作物の

設置をしてはならない。 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

建築物の屋根、外壁等の色彩は良好な住環境にふさわしい、落ち着いた色合いのものとする。 

垣又は柵の構造の制

限 

道路や広場等に面して設ける垣又は柵は、生け垣又はフェンス、鉄柵とする。ただし、高さが０．６ｍ以下の部分に

ついては、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造又はこれらに類する構造とすることができる。 

※は知事協議事項 

「防災街区整備地区計画の区域、地区防災施設の区域、地区の区分、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

理由：用途地域の変更に伴い、地区の区分の境界の位置を変更することにより、適正かつ合理的な土地利用の誘導を図るため、地区計画を変更する。 


